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要  望  事  項 

 

一 相続登記未了土地・建物に係る固定資産税の課税等の問題について 

 相続開始後、長期間において相続登記が行われず、所有者が不明となっている土  

地や建物が公共事業等の妨げとなっている事実は、いわゆる所有者不明土地・空き 

家問題として社会的に解決すべき大きなテーマとして取り上げられ、今般の民法・ 

不動産登記法改正の起因となった。 

 固定資産税の課税の際にも、死亡者名義の課税は原則無効とされているため、同 

様の問題が生じている。相続登記がなされない場合、死亡の事実及び新たな納税義 

務者となる相続人を課税庁自らが調査・特定する必要があり、事務負担の増加につ 

ながっている。課税の場面においては、相続人の一部が判明すれば解決するケース 

もあるが、滞納処分を行う場面では、納税の告知、督促等を相続人全員に対して行う 

必要があり、高度な法的知識を求められるケースもあるものと考える。 

あるアンケート調査によれば、「調査に過大な時間と労力を要する」、「相続関係が 

 複雑なケースでは専門的知識が必要だが、ノウハウが不足している」ことなどが課 

 税庁において行う相続人調査の課題として挙げられている。 

公益社団法人東京公共嘱託登記司法書士協会（以下「公嘱協会」という。）には、

法務局が行う「長期相続登記等未了土地解消作業」を含め、現在までに多くの相続人

調査案件を受託してきたノウハウがある。 

 固定資産税の課税あるいは滞納処分を行う場面で、納税義務者たる不動産所有者  

の相続人調査を行う際には、是非、公嘱協会を積極的に活用していただきたい。 

 （資料１） 

 

二 相続登記促進及び民法・不動産登記法改正の都民への広報・周知活動について 

 １．本年４月２１日に成立した民法・不動産登記法改正案は、これまで任意だった 

  相続登記等の罰則付き義務化を含み、かつ施行前に発生した相続等にも適用され 

  るため、国民生活に重大な影響を及ぼすものであることから、都民に十分に浸透 

  するよう都・区市町村等と連携して、積極的かつ細やかな広報活動を通じ周知徹 

底に努めていただきたい。またそのための予算措置を講じていただきたい（WEB            

等のデジタルの活用と、町会・高齢者クラブ等を通じた出前講座等の地道な情報              

発信の両方が重要と考える。）。（資料２） 

 ２．戸籍謄本や固定資産評価証明書等の発行手数料の支払手段としての電子納付の 

  促進（定額小為替の利用回避）とそのための予算措置を講じていただきたい。 

   （資料３） 

  ３．国や地方公共団体から、所有者不明土地や空き家等の相続人調査の依頼を受け 

   た資格者が、職務上請求書を使用して戸籍謄本や住民票の写し等の交付請求を 

   する場合に、現在有料となっている発行手数料を、東京都下の全区市町村で、 

   一律に公用請求に準じて無料とする取扱いとなるよう調整していただきたい。 

  （資料４、５、６） 
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三 ＱＣＤ（クオリティー,コスト,納期）のバランスを考慮した嘱託登記や相続人等

の権利調査業務の委託先選定について 

１．難度の高い業務を委託する時にはその難易度を見極め、単に表面的な安さを 

追及するのではなく、品質が水準に達しない場合の後戻りコストの発生、納期 
が守られないことによる遅延コスト等トータルコストを考慮した発注先選定をし

ていただきたい。 
 ２．所有者等の権利調査や不動産の権利に関する嘱託登記に数多くの実績を持ち、               

司法書士法に基づき設立された法人である公嘱協会を積極的に活用されたい。 
 
四 成年後見利用促進に関する支援、予算確保について 

  成年後見制度を利用者が真にメリットを感じる制度とすべく、次の二項目につ      

いて、区市町村に対する、支援、予算確保をお願いしたい。 
 （１）成年後見制度利用促進法の理念に沿った地域連携ネットワークの構築 

（２）地域連携ネットワークを動かす中核機関の四つの機能（広報機能、相談機                 
能、成年後見制度利用促進機能、後見人支援機能）を整備するための成年後見実    
務に精通した司法書士の活用 

 
五 生活保護法第６３条の運用柔軟化について 

  生活保護を受けている成年被後見人等が相続等によって財産を取得するなどした 
 場合、本来であれば医療保険料及び医療費の１割～３割相当額の負担で済んでいた 

ところ、医療費の１０割を返還請求される運用を個別具体的な事情を勘案した柔 
軟なものとするよう、区市町村に助言と必要な支援をしていただきたい。（資料７） 

 
             
 
資料１ 令和元年度 地方税における資産課税のあり方に関する調査研究委員会 

    ～所有者の実態が不明な土地・家屋に係る固定資産税における課題～ 

    中間とりまとめ 

資料２ 「民法等の一部を改正する法律案」及び「相続等により取得した土地所有権の国 

    庫への帰属に関する法律案」に対する参議院附帯決議  

資料３ ゆうちょ銀行「一部サービスの料金・手数料の改定」 

資料４ 資格者が国又は地方公共団体から相続人調査業務を受託した場合における戸籍謄 

    本等の職務上請求について 

資料５ 公用請求と職務上請求の事務処理の流れ 

資料６ 新宿区戸籍事務手数料条例  

資料７ 図解・生活保護と社会保障の狭間で生じうる事態 

                                    以上 
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「
民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
及
び
「
相
続
等
に
よ
り
取
得
し
た
土
地
所
有
権
の
国
庫
へ
の
帰
属
に
関
す
る

法
律
案
」
に
対
す
る
附
帯
決
議 

令
和
三
年
四
月
二
十
日 

参

議

院

法

務

委

員

会 

 

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
格
段
の
配
慮
を
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

経
済
価
値
の
乏
し
い
相
続
土
地
の
国
庫
帰
属
に
つ
い
て
は
、
申
請
人
の
負
担
軽
減
の
必
要
性
も
踏
ま
え
、
承
認
要
件
や
申

請
人
の
費
用
負
担
の
在
り
方
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
施
行
後
五
年
間
の
運
用
状
況
を
踏
ま
え
、
検
討
を
行
う
に
当
た
っ
て

は
、
土
地
所
有
権
の
放
棄
の
在
り
方
、
承
認
申
請
者
の
要
件
、
国
庫
帰
属
後
の
土
地
の
利
活
用
の
方
策
そ
の
他
の
事
項
に
つ

い
て
も
検
討
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
ま
た
、
承
認
申
請
が
あ
っ
た
際
に
は
、
関
係
機
関

や
地
方
公
共
団
体
と
の
連
絡
・
連
携
を
密
に
し
、
土
地
の
有
効
活
用
の
機
会
を
確
保
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
沿
っ
た
運

用
に
努
め
る
こ
と
。 

二 

相
続
登
記
等
の
申
請
の
義
務
違
反
の
場
合
に
お
い
て
、
法
務
局
に
お
け
る
「
正
当
な
理
由
」
の
判
断
や
裁
判
所
に
対
す
る
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過
料
事
件
の
通
知
の
手
続
等
過
料
の
制
裁
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
透
明
性
及
び
公
平
性
の
確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
Ｄ

Ｖ
被
害
者
の
状
況
や
経
済
的
な
困
窮
の
状
況
等
実
質
的
に
相
続
登
記
等
の
申
請
が
困
難
な
者
の
事
情
等
を
踏
ま
え
た
柔
軟
な

対
応
を
行
う
こ
と
。 

三 

相
続
人
申
告
登
記
、
住
所
等
の
変
更
登
記
を
は
じ
め
と
す
る
新
た
に
創
設
す
る
職
権
的
登
記
に
つ
い
て
、
登
記
申
請
義
務

が
課
さ
れ
る
者
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
添
付
書
面
の
簡
略
化
に
努
め
る
ほ
か
、
登
録
免
許
税
を
非
課
税
と
す
る
措
置
等

に
つ
い
て
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
併
せ
て
、
所
有
者
不
明
土
地
等
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
続
登
記
の
登
録
免
許
税
の
減

免
や
添
付
書
面
の
簡
略
化
に
つ
い
て
必
要
な
措
置
を
検
討
す
る
こ
と
。 

四 

在
留
外
国
人
が
各
種
相
続
手
続
に
必
要
な
書
類
を
収
集
す
る
こ
と
に
困
難
を
伴
う
例
が
あ
る
こ
と
な
ど
を
考
慮
し
、
在
留

外
国
人
の
身
分
関
係
を
証
明
し
や
す
く
す
る
た
め
の
取
組
に
つ
い
て
、
必
要
な
検
討
を
行
う
こ
と
。 

五 

遺
産
分
割
協
議
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
を
登
記
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
は
確
定
的
な
権
利
帰
属
を
促
進
し
、
不
動
産
所
有
権

の
分
散
化
の
防
止
に
つ
な
が
る
も
の
で
、
本
改
正
の
趣
旨
に
も
沿
う
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
関
係
機
関
及
び
専
門
職
者
は

連
携
体
制
を
強
化
し
、
そ
の
促
進
に
向
け
て
、
積
極
的
に
周
知
広
報
を
行
う
こ
と
。 

六 

登
記
官
が
他
の
公
的
機
関
か
ら
死
亡
等
の
情
報
を
取
得
し
、
職
権
で
登
記
に
符
号
を
表
示
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
死
亡
等
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の
情
報
が
迅
速
に
か
つ
遺
漏
な
く
登
記
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
、
情
報
収
集
の
仕
組
み
に
つ
い
て
更
に
検
討
し
、
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
と
と
も
に
、
死
亡
者
課
税
を
極
力
避
け
る
べ
く
死
亡
者
の
情
報
に
つ
い
て
の
各
種
台
帳
相
互
の
連
携
を
図
る
こ
と
。 

七 

両
法
案
に
基
づ
く
新
た
な
所
有
者
不
明
土
地
対
策
と
し
て
の
各
種
施
策
を
着
実
に
実
施
し
、
所
有
者
不
明
土
地
問
題
の
解

決
を
図
る
た
め
、
法
務
局
の
十
分
な
人
的
体
制
及
び
予
算
の
確
保
を
図
る
こ
と
。 

八 

所
有
者
不
明
土
地
等
問
題
の
地
域
性
や
土
地
等
の
種
類
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
実
情
を
踏
ま
え
た
解
決
に
向
け
て
、
効
率

的
な
管
理
と
申
立
人
の
負
担
の
軽
減
を
趣
旨
と
す
る
所
有
者
不
明
土
地
等
の
新
た
な
財
産
管
理
制
度
の
諸
施
策
を
実
施
す
る

に
当
た
っ
て
は
、
司
法
書
士
や
土
地
家
屋
調
査
士
等
の
専
門
職
者
の
積
極
的
な
活
用
を
図
る
と
と
も
に
、
制
度
の
趣
旨
及
び

請
求
が
可
能
な
利
害
関
係
人
や
利
用
が
で
き
る
事
例
等
に
つ
い
て
周
知
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
財
産
管
理
制
度
に
お
い
て
、

管
理
人
に
よ
る
土
地
等
の
処
分
に
対
す
る
裁
判
所
の
許
可
が
適
切
に
な
さ
れ
る
よ
う
、
借
地
関
係
等
の
利
用
状
況
や
売
買
の

相
手
方
を
慎
重
に
調
査
す
べ
き
こ
と
を
関
係
者
に
周
知
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
本
法
施
行
後
の
実
務
の
運
用
状
況
を
踏
ま
え
、

必
要
に
応
じ
て
裁
判
所
の
許
可
に
対
す
る
利
害
関
係
人
の
不
服
申
立
て
制
度
の
導
入
等
を
検
討
す
る
こ
と
。 

九 

今
回
の
所
有
者
不
明
土
地
対
策
の
た
め
の
見
直
し
は
国
民
生
活
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
国
民

全
般
に
十
分
に
浸
透
す
る
よ
う
、
積
極
的
か
つ
細
や
か
な
広
報
活
動
を
行
い
、
周
知
徹
底
に
努
め
る
と
と
も
に
、
本
法
施
行

7



前
に
発
生
し
た
相
続
に
つ
い
て
相
続
登
記
等
の
申
請
義
務
化
に
関
す
る
規
定
や
遺
産
分
割
に
関
す
る
規
定
が
適
用
さ
れ
る
こ

と
に
つ
い
て
は
、
国
民
の
混
乱
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
特
に
周
知
徹
底
を
図
る
こ
と
。
こ
の
際
、
法
律
専
門
職
者
と
の
連

携
に
努
め
る
と
と
も
に
、
広
報
に
必
要
な
予
算
の
確
保
に
努
め
る
こ
と
。 

十 

隣
地
使
用
権
や
導
管
設
置
権
を
始
め
と
す
る
新
た
な
相
隣
関
係
の
諸
規
定
に
つ
い
て
は
、
広
く
国
民
に
周
知
を
す
る
ほ
か
、

導
管
の
設
置
等
に
関
わ
る
地
方
公
共
団
体
や
事
業
者
等
に
も
周
知
広
報
を
行
う
こ
と
。 

十
一 

所
有
者
不
明
土
地
対
策
の
観
点
か
ら
進
め
ら
れ
て
い
る
、
長
期
相
続
登
記
等
未
了
土
地
解
消
作
業
、
表
題
部
所
有
者
不

明
土
地
解
消
作
業
、
法
務
局
に
お
け
る
遺
言
書
の
保
管
制
度
等
の
諸
施
策
に
つ
い
て
は
、
司
法
書
士
、
土
地
家
屋
調
査
士
等

の
専
門
職
者
の
活
用
を
図
り
つ
つ
、
よ
り
一
層
推
進
し
て
い
く
こ
と
。 

十
二 

法
定
相
続
人
の
範
囲
の
特
定
に
係
る
国
民
の
負
担
に
鑑
み
、
令
和
五
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
戸
籍
証
明
書
等
の
広
域
交

付
の
実
施
状
況
等
を
踏
ま
え
、
更
な
る
負
担
の
軽
減
策
に
つ
い
て
検
討
す
る
ほ
か
、
所
有
者
探
索
に
関
し
て
、
国
や
地
方
公

共
団
体
か
ら
委
託
を
受
け
た
専
門
家
の
調
査
に
お
け
る
戸
籍
証
明
書
等
の
取
得
の
手
続
の
円
滑
化
に
つ
い
て
も
、
オ
ン
ラ
イ

ン
化
等
を
含
め
、
検
討
す
る
こ
と
。 

十
三 

国
土
の
有
効
利
用
を
図
る
観
点
か
ら
、
国
土
調
査
事
業
及
び
地
図
作
成
事
業
を
迅
速
に
実
施
し
て
不
動
産
登
記
法
第
十

8



四
条
地
図
を
整
備
し
、
土
地
の
筆
界
の
明
確
化
を
図
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
ラ
ン
ド
バ
ン
ク
の
果
た
す
べ
き
役
割
に
つ

い
て
検
討
す
る
と
と
も
に
活
用
の
強
化
を
図
る
ほ
か
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
管
理
不
全
土
地
管
理
命
令
に
つ
い
て
の
地
方
公

共
団
体
の
長
に
よ
る
申
立
て
を
認
め
る
こ
と
を
検
討
す
る
こ
と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 
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司法書士 

A 市 

C 区 

B 町 

E 区 

D 市 

市区町村（調査担当部署） 

①
依
頼 

②
調
査
・
Ａ
市
分
申
請
書
交
付
依
頼 

③
確
認
Ａ
市
分
申
請
書
交
付 

④
Ａ
市
分
申
請
書
作
成 

⑥Ａ市分戸籍・住民票交付 

⑦
Ａ
市
分
到
着
報
告
確
認
依
頼 

⑩
Ｂ
町
分
申
請
書
作
成 

㉖
確
認
調
査
・
Ｅ
区
分
申
請
書
交
付
依
頼 

㉗
Ｅ
区
分
申
請
書
交
付 

⑫Ｂ町分戸籍・住民票交付 

⑤申請書に公印押印のうえＡ市に送付 

⑪申請書に公印押印のうえＢ町に送付 

⑨
Ｂ
町
分
申
請
書
交
付 

㉑
Ｄ
市
分
申
請
書
交
付 

㉜
確
認
・
調
査
完
了
報
告 

㉒
Ｄ
市
分
申
請
書
作
成 

㉛
Ｅ
区
分
到
着
報
告
確
認
依
頼 

⑯
Ｃ
区
分
申
請
書
作
成 

㉘
Ｅ
区
分
申
請
書
作
成 

⑧
確
認
調
査
・
Ｂ
町
分
申
請
書
交
付
依
頼 

⑬
Ｂ
町
分
到
着
報
告
確
認
依
頼 

⑭
確
認
調
査
・
Ｃ
区
分
申
請
書
交
付
依
頼 

⑮
Ｃ
区
分
申
請
書
交
付 

⑰申請書に公印押印のうえＣ区に送付 ⑱C 区分戸籍・住民票交付 

⑲
Ｃ
区
分
到
着
報
告
確
認
依
頼 

⑳
確
認
調
査
・
Ｄ
市
分
申
請
書
交
付
依
頼 

㉓申請書に公印押印のうえＤ市に送付 ㉔Ｄ市分戸籍・住民票交付 

㉚E区分戸籍・住民票交付 

㉕
Ｄ
市
分
到
着
報
告
確
認
依
頼 

㉙申請書に公印押印のうえE 区に送付 

公用請求を利用する方法の場合の調査の流れ 
余分な作業 

余分な作業 

市区町村の工程 
司法書士の工程 
交付自治体の工程 
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Owner
フリーテキスト
資料５



 

司法書士 

A 市 C 区 B 町 E 区 D 市 

市区町村（調査担当部署） 

①
依
頼 

②
調
査
・
Ａ
市
分
申
請
書
作
成
・
送
付 

③
Ａ
市
分
戸
籍
・
住
民
票
交
付 

⑤
Ｂ
町
分
戸
籍
・
住
民
票
交
付 

⑫
確
認
・
調
査
完
了
報
告 

④
確
認
調
査
・
Ｂ
町
分
申
請
書
作
成
・
送
付 

⑥
確
認
調
査
・
Ｃ
区
分
申
請
書
作
成
・
送
付 

⑦
Ｃ
区
分
戸
籍
・
住
民
票
交
付 

⑧
確
認
調
査
・
Ｄ
市
分
申
請
書
作
成
・
送
付 

⑨
Ｄ
市
分
戸
籍
・
住
民
票
交
付 

⑩
確
認
調
査
・
Ｅ
区
分
申
請
書
作
成
・
送
付 

⑪
Ｅ
区
分
戸
籍
・
住
民
票
交
付 

職務上請求を使用する方法の場合の調査の流れ 
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○新宿区戸籍事務手数料条例

平成12年3月24日

条例第23号

(通則)

第1条　地方自治法(昭和22年法律第67号)第227条の規定に基づき新宿区が徴収する手数料のうち、戸籍に

関する事務に係る手数料(以下「手数料」という。)については、この条例の定めるところによる。

(手数料を徴収する事務、名称、額及び徴収時期)

第2条　手数料を徴収する事務、名称及び額は、別表に定めるところによる。

2　手数料は、証明書等の交付を請求するとき(閲覧にあっては、閲覧の請求をするとき)に徴収する。

3　証明書等の交付を請求する者は、送付に要する費用を負担して、その送付を請求することができる。

(平15条例45・一部改正)

(無料の証明書の交付)

第3条　区長は、法律で条例の定めるところにより無料で証明を行うことができるとされる者から証明書の

交付の請求があった場合は、当該法律に規定する者の戸籍に関し、無料で証明を行うものとする。

(平15条例13・全改)

(手数料の減免)

第4条　区長は、国又は地方自治法第1条の3に規定する地方公共団体から請求されたときその他特別の理由

があると認めたときは、手数料を減額し、又は免除することができる。

(手数料の不還付)

第5条　既に徴収した手数料は、還付しない。ただし、区長が特別の理由があると認めたときは、この限り

でない。

(過料)

第6条　詐欺その他不正の行為により手数料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の5倍に相当する

金額(当該5倍に相当する金額が5万円を超えないときは、5万円とする。)以下の過料に処する。

(平20条例9・一部改正)

附　則

(施行期日)

1　この条例は、平成12年4月1日から施行する。

(新宿区戸籍事項証明の無料取扱いに関する条例の廃止)

2　新宿区戸籍事項証明の無料取扱いに関する条例(昭和48年新宿区条例第5号)は、廃止する。

附　則(平成14年6月17日条例第35号)

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の新宿区戸籍事務手数料条例の規定は、平成

14年4月1日から適用する。

附　則(平成15年3月24日条例第13号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成15年6月19日条例第45号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成20年3月19日条例第9号)

この条例は、戸籍法の一部を改正する法律(平成19年法律第35号)の施行の日から施行する。ただし、第6

条の改正規定は、公布の日から施行する。

附　則(平成20年6月18日条例第33号)

この条例は、公布の日の翌日から施行する。

別表(第2条関係)

(平20条例9・平20条例33・一部改正)

　 事務 名称 額

1 戸籍法(昭和22年法律第224号。以下

「法」という。)第10条第1項、第10条の2第

1項から第5項まで若しくは第126条の規定に

基づく戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は

法第120条第1項若しくは第126条の規定に基

づく磁気ディスクをもって調製された戸籍

に記録されている事項の全部若しくは一部

を証明した書面の交付

(1)　戸籍謄本交付手数料

(2)　戸籍抄本交付手数料

(3)　戸籍全部事項証明書交

付手数料

(4)　戸籍個人事項証明書交

付手数料

(5)　戸籍一部事項証明書交

付手数料

(6)　戸籍一部証明書交付手

数料

1通につき　450円
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Owner
フリーテキスト
資料６



2 法第10条第1項、第10条の2第1項から第5

項まで又は第126条の規定に基づく戸籍に記

載した事項に関する証明書の交付

戸籍記載事項証明書交付手

数料

証明事項1件につき　35

0円

3 法第12条の2において準用する法第10条第

1項若しくは第10条の2第1項から第5項まで

の規定若しくは法第126条の規定に基づく除

かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は

法第120条第1項若しくは第126条の規定に基

づく磁気ディスクをもって調製された除か

れた戸籍に記録されている事項の全部若し

くは一部を証明した書面の交付

(1)　除籍謄本交付手数料

(2)　除籍抄本交付手数料

(3)　除籍全部事項証明書交

付手数料

(4)　除籍個人事項証明書交

付手数料

(5)　除籍一部事項証明書交

付手数料

(6)　除籍一部証明書交付手

数料

(7)　改製原戸籍謄本交付手

数料

(8)　改製原戸籍抄本交付手

数料

1通につき　750円

4 法第12条の2において準用する法第10条第

1項若しくは第10条の2第1項から第5項まで

の規定又は法第126条の規定に基づく除かれ

た戸籍に記載した事項に関する証明書の交

付

(1)　除籍記載事項証明書交

付手数料

(2)　改製原戸籍記載事項証

明書交付手数料

証明事項1件につき　45

0円

5 法第48条第1項(法第117条において準用す

る場合を含む。)の規定に基づく届出若しく

は申請の受理の証明書の交付又は法第48条

第2項(法第117条において準用する場合を含

む。)若しくは第126条の規定に基づく届書

その他市町村長の受理した書類に記載した

事項の証明書の交付

(1)　戸籍届書等受理証明書

交付手数料

(2)　戸籍届書等記載事項証

明書交付手数料

1通につき　350円

(婚姻、離婚、養子縁組、

養子離縁又は認知の届出

の受理について、請求に

より法務省令で定める様

式による上質紙を用いる

場合にあっては、1通につ

き　1,400円)

6 法第48条第2項(法第117条において準用す

る場合を含む。)の規定に基づく届書その他

市町村長の受理した書類を閲覧に供する事

務

届書等閲覧手数料 書類1件につき　350円

7 その他戸籍に関する証明書の交付 (1)　再製原戸籍(仮戸籍)記

載事項証明書交付手数料

(2)　戸籍法第41条証書の謄

本の提出があったことの証

明書交付手数料

(3)　戸籍届書預かり証明書

交付手数料

(4)　婚姻等要件具備証明書

交付手数料

(5)　不在籍証明書交付手数

料

(6)　死体(胎)埋火葬許可書

交付証明書交付手数料

(7)　身分証明書交付手数料

(8)　前各号のほか、区長が

必要と認める証明書の交付

手数料

1通につき　300円
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図解・生活保護と社会保障の狭間で生じうる事態

通常、医療費の自己負担額は
1～3割

身寄りのない人が
認知症になると・・・

自治体が首長申立で後見
申立。財産の所在が不明
なので生活保護開始。
医療費は全額生活保護から

成年後見人に就任した司法書士が
調査した結果、本人の財産を発見

自治体から生活保護費の
返還請求を受けるが、
このとき返還を求められる
医療費は1～3割ではなく、
10割！

生活保護受給者は
国保や後期高齢者
医療保険から外れる

財産があるんだったら生活保護費
を返還してください。あ、生活保護
受給中は国保や後期高齢者医療
保険の対象外ですから、10割負担
になります。減額？無理ですね。

生活保護費を返還するの
は当然ですが、せめて本来
の負担額、1～3割まで

減額してもらえませんか？

自治体
成年後見人

数ヵ月後・・・

東京司法書士会

15 917

Owner
フリーテキスト
資料７

Owner
フリーテキスト
１７

Owner
四角





